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and Wiener 1998). 化学物質管理の分野では，最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発 






一点目は，乗用車由来のリスクが小さくない事による．一例として，運輸部門からの CO2 排出量 225
×106 [t-CO2 eq] のうち，自家用車からの排出は 31 [%] を占め，日本全体の排出でみると 5 [%] を占め
ている (環境省 2013). このように乗用車由来のリスクが小さくない背景として自動車が広く普及して
いる事が挙げられ，自家用乗用車 (軽自動車を含む) の一世帯あたり台数 2015 年 3 月末時点で 1.069 [台
/世帯] (自検協 2015 a) であり，自動車全体に占める自家用乗用車の割合は 75.0 [%] (自検協 2015 b) を占
めている．ここから，社会全体がその便益の受益者であり，リスクを被る受苦者であるという側面も，
乗用車のリスクを取り上げた理由として挙げられる． 
二点目は，乗用車の利用を通じて生じる交通事故，騒音，振動 温室効果ガス (Greenhouse gas (以下，
GHG) の排出 (環境省 2015 ; 国土交通省 2015) 等のリスクの中で，大気汚染物質排出と温室効果ガス





る．実際に電気自動車 (Electric vehicle (以下，EV))に関して，Hawkins et al. (2013) は，EV の普及が従来




























































図 1-1  本論文の構成 
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Tengs et al. (1995) は，適切な費用で致死リスクを削減するというリスク管理戦略に対して，リスク評
価者が以前から関心を持っていたにもかかわらず，そのリスク管理戦略に必要な情報として，包括的か
つ誰にでも分かる形で費用と効果を明示した事例がみられなかった事を指摘している．この指摘を背景
























しており，施策間の比較を可能な限り適正に行うために配慮されている．Tengs et al. (1995) の定義では，
生命年獲得施策とは，ある特定の人口集団における早世リスクの確率を削減するための行動もしくは技
術を意味する．結果に関して，ヒト生命年獲得当たりの費用は，最低で 0 [life-year/$] 以下のものから，
最大で 9.9×1011 [life-year/$] まで分布している事，全施策の中央値が 4.2×104 [$/life-year] である事を示
している．また，カテゴリー別にみた中央値は，医療分野で 1.9×104 [$/life-year], 致命的な事故対策で 














物質管理の分野では UNEP (2002) における WSSD2020 年目標として『化学物質が，人の健康と環境に
もたらす著しい悪影響を最小化する方法で使用，生産されることを 2020 年までに達成する』ことが国
際的目標として掲げられている．この目標の実現に向けて，EU (2006) による REACH (the Registration, 
Evaluation, Authorisation and Restriction of Chemicals), US EPA (2011) による TSCA (the Toxics Substance 
Control Act) (US EPA 2011), および環境省／経済産業省 (2007) による化管法 (特定化学物質の環境への








れている (経済産業省 HP) ．このような管理をリスクの三重項，すなわちシナリオ×確率×被害 

























市民のリスクに対する懸念に答える事の必要性は，Tokai and Kojima (2014) も指摘している．Tokai and 
Kojima は，内閣府 (2010) が行った身近にある化学物質に関する世論調査を根拠に，リスク評価とリス
クコミュニケーションが不可分の関係にあるとしている．この世論調査では，回答者が特に得たいと思




























自動車燃料消費量統計年報 (国土交通省 2014) によると，旅客・自家用車の走行キロはおおむね減少









走行速度に関して，道路交通センサス 2010 (国土交通省 2010) 調査結果から都道府県別の混雑時平均
旅行速度を比較すると，最大は秋田県の 29.1 [km/h] であったのに対し，最小値は山梨県の 15.1 [km/h] 











































第 1章で述べたように，全国平均の自家用乗用車 (軽自動車を含む) の一世帯あたり保有台数が 1.069 
[台/世帯] (2015 年 3 月末時点) (自検協 2015 a) であるが，地域差があり，東京都では一世帯あたり保有
台数が 0.456 [台/世帯] (47 位) であり，福井県では一世帯あたり保有台数が 1.752 [台/世帯] (1 位) であっ
た．これらの差もまた，自動車の必要性，もしくは依存度を表す一指標ととらえることができる． 
ハイブリッド自動車 (プラグインハイブリッド車を含む) (hybrid vehicle (以下，HV)) の普及に関して，
統計値 (自検協 2015 b) が確認できる 1998 年以降，その保有台数は増加を続けており，2014 年から 2015
年にかけての保有台数の増加率は 122.5 [%] であり，2015 年の保有台数は 4.7 [百万台] であった．電気
自動車 (electric vehicle (以下，EV)) の普及に関して，1998 年から 2010 年までの保有台数は 1,000 [台] 
以下で推移してきたが，2010 年以降は保有台数が増加傾向にあり，2014 年から 2015 年にかけての保有
台数増加率は 136.3 [%]であり，2015 年の保有台数は 53,373 [台] であった．2014 年から 2015 年にかけ
て全自動車の保有台数増加率 (1.005 [%]) と比較すると，HV や EV といった燃費性能，排ガス性能が従
来車よりも良い車種が普及しつつあると言える．これらの車種にみられた保有台数増加は，エコカー減










騒音，振動，大気汚染に関しては，環境基準 (環境省 HP), および性能基準 (国土交通省 HP c ; 国土
交通省 2015) が設定されている．大気環境基準に関して，経年的にその基準達成状況は改善しているも
のの，100% の基準達成は実現されておらず (環境省 2013 b ; 環境省 2013 c), 継続的な対策実施が必要
と考えられる． 
地球温暖化に関連して，環境省 (2013 a) から CO2 排出量についての現況を述べると，2013 年度の CO2
排出量は 1,311×106 [t-CO2 eq] であり，このうち運輸部門からの排出は 225×106 [t-CO2 eq] (17.9%) であ
る．内訳として，77×106 [t-CO2 eq] (34.2%) が貨物車/トラックからの排出，69×106 [t-CO2 eq] (31.0%) 











Hawkins et al (2013) はライフサイクル全体で内燃機関自動車 (internal combustion engine vehicle (以下，
ICEV)) と EV の環境影響評価を行っており，EV の普及は潜在的に温暖化影響の緩和に貢献するものの，
EV 走行に必要な電力生産を石炭火力発電で行った際には，環境影響が増大しうる事や，電池製造段階
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な持続的発展に向けた考え方が，企業には国際標準規格 (日本工業標準調査会 2010) として導入されつ
つあり，行政もその導入支援に着手しており (環境省 2010), 製品の使用段階だけでなく製造・廃棄段階
を含めた環境影響の管理，ひいては環境影響を含めたリスク管理が必要とされつつある．一方，企業・




市民のリスク認知に関する先行研究では，Slovic (1987) や中谷内, 島田 (2009) は幅広く対象技術を
取り上げて，市民のリスク認知の構造を把握することに焦点をあて,とりわけ，多様なリスクを取り上げ，








しかし，文献情報データベース J-Dream Ⅲにおいて，「リスク」「認知」をキーワードとして含む 4,711
文献の内，「ライフサイクル」をキーワードに含む文献は 13 件であった．13 件の文献は，人間の成長・
発達に関するライフサイクルを扱った文献,企業や専門家を対象とした調査の文献などであり，市民のリ



























































動車工業会 (2013) が 2000 年代から自主的に車室内の揮発性有機化合物低減に取組んでおり，かつ夏季
や新車の特異な臭いからこれらのリスクが市民に実感可能である(大阪府立公衆衛生研究所 HP) とさ
れるからである．また，「限りある資源の消費」に関して，中国のレアメタル・レアアースの輸出規制が
次世代自動車の製造に影響を与える事が，本調査の設計当時に報道されていた事 (日本経済新聞 2011) 
を踏まえ，本調査で取り上げる製造段階のリスクを「次世代自動車での希少資源消費」としてまとめた． 
 




表 3-1 の記述回答集計結果から得られた九つのリスクの態様を表 3-2 のように整理した．表 3-2 で
は取り上げた九つのリスクを，リスクが発生するライフステージ，懸念される有害性の種類，暴露のひ
ろがり，世代間波及性，および大阪府のリスク関連指標を整理した． 






























議会 (2012) によると，自動車分担率は全国平均よりも低い (全国: 45.7%, 大阪府: 31.3%) ものの増加傾
向にあり，特に 65 歳以上の自動車分担率が増加傾向にある.そのため，少子高齢化を考慮すると，自動
車分担率は増加傾向が続くと考えられる．そのため本調査 (3.2.3 で後述) は自動車に関連するリスクの
管理が今後も必要とされる地域での調査と言える． 
 








本調査の概要を表 3-3 に，本調査における回答者の性別，年代，自動車所有有無を表 3-4 に示す． 
まず，調査期間は 2012 年 1 月 5 日から同年 1 月 24 日までとした．調査は有効回答が 200 人に達した
時点で終了した．調査では，回答者に対して 7 日間にわたり，いくつかの質問を行っており，本研究で




動に関連する情報は付録 3 に整理した． 
次に，本調査における回答者は WEB アンケート調査会社 (エヌ・ティ・ティ・ナビスペース株式会
































































不明  (全国の不法投棄・不適正保管車両は，平成 23
年度末時点で約 9千台)
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た回答者に 5000 円相当のポイントが謝礼として支払われる仕組みとなっている． 
 
表 3-3  調査の概要 
 
























図 3-1 に，全回答者 (n=200) の九つのリスクへの気付きに関する回答結果を示す．各リスクの右側











男性 107 20～29歳 14
女性 93 30～39歳 54
40～49歳 73
所有 145 50～59歳 35








故」では「とても重要」とした回答者数が 131 人 (66%) と強い気付きが得られている事が読み取れ
た．これに対し，「使用済み自動車についての問題」では「とても重要」とした回答者は 14 人 (7%) 
















++: とても重要 (2点), ＋: 重要である (1点), 0: 意識していない (0点)
-: あまり重要でない (-1点), - -: 重要でない (-2点)





















































さで 2×2 のクロス集計表(「実施意図・強／実施意図・非強」×「(あるリスクが) とても重要 ＋ 重要
である／意識していない ＋ あまり重要でない ＋ 重要でない」) を作成し，検定した．検定の結果，
p<0.01 となったリスクについては，図 3-2 の帯グラフの右側に “**” を付した． 
検定の結果，九つのうち五つのリスク (「騒音や振動による住環境の悪化」「公共交通網の衰退」「走





















表 3-5  環境配慮意識に関する調査結果 
 
 














































次に回答者の属性に関する分析として，表 3-4 で示した，自動車所有者 (145 人) と非所有者 (55 人) 













図 3-3  自動車の所有有無でみた回答者群別のリスクへの気付き 
非所有者(n=55)
所有者 (n=145)
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第4章 大気汚染による健康リスクと地球温暖化リスクの 2 指標からみた自動車排ガス規










Travis et al. (1987) の研究が参考になる．Travis et al. は発がん性物質の規制が一貫した定量的基準の下
で実施されたか，実施されなかったかを明らかにするために，各物質の個人リスクの大きさと集団リス
クの大きさを推計し，一枚の図上にプロットする事を行った．Travis et al. は，この図から明らかに大き
なリスクに対しては規制発動が常に行われ，僅少なリスクに対しては規制発動が常に行われない，とい

























本章におけるリスク評価の枠組みを，図 4-1 に示すリスク評価の手順に従い，説明する． 
まず前提条件として，リスク評価の空間バウンダリーは日本全国とし，時間バウンダリーは 2005 年
とした．そのため，ケーススタディで設定する変数等を除いた，交通量，雨量や風向の気象条件，等
は 2005 年の値をリスク評価に用いた． 
次に，リスク評価の対象物質として，大気汚染に関わる物質として最も懸念される粒子状物質 
(particulate matter (以下，PM)) に着目し，PM のリスク評価に関して，California EPA (1998) に基づき，
ディーゼル排出粒子 (diesel exhaust particulate に含まれる元素上炭素 ((Elemental Carbon (以下，EC)) の
吸入暴露による肺がんを評価対象リスクとした．ここで DEP はディーゼル乗用車から排出された PM と
し，ガソリン乗用車由来の PM は含めないとした．地球温暖化に関わる代表的な温室効果ガスとして CO2




た．詳細については 4.3 で述べるが，1995 年以降の乗用車購入時の車種選択をドライバーとして，
2005 年の車種構成が変化すると仮定し，また 1995 年に採用される排ガス規制によって 2005 年の排出
原単位が変化すると仮定した．ケース設計を行うにあたり，1995 年から 2005 年における実際の対策に
着目した理由は，1995 年が日本においてディーゼル乗用車構成割合が減少し始めた年だからである．
ディーゼル乗用車を避け，ガソリン乗用車を選択するという変化は，1990 年代からディーゼル乗用車
が増加した欧州と全く異なる (Cames and Helmers 2013) ため，日本で見られた顕著な変化であると言
え，またヒト健康リスクに影響もこれにともない変化したと言える．さらに，別の理由として，日本
の乗用車平均使用年数は約 10 年 (自検協 2015) である事から，自動車関連部門において，ある対策実
行の決定からその効果の発現までに，10 年程度の時間差があると仮定した事，が挙げられる．以上の
理由から，1995 年から 2005 年の期間に着目し，ケース間のリスク評価結果の違いから日本の対策の特
徴を明らかにする． 
次に，各ケースにおけるディーゼル排出粒子 (diesel exhaust particulate (以下，DEP))DEP 排出量と
CO2 排出量を推計した．各ケースにおける二物質の排出量は全て，2005 年の年間乗用車走行台キロを
機能単位 (日本 LCA 学会 2015) として推計した． 
最後に，DEP 中の EC による肺がんと CO2 による地球温暖化のヒト健康リスクを評価した．EC に関
するヒト健康リスクは，California EPA (1998) にもとづき肺がんの罹患者数を算定し，これらのヒト障害
調整年 (disability-adjusted life years (以下，DALY)) (Murray and Lopez 1997) と人口パーセンタイルがん過
剰リスクを推計した．CO2のヒト健康リスクは，Schlyver et al. (2009) に基づき，地球温暖化による DALY
を推計した．DALY 指標は，異なるエンドポイントにある人健康リスクを比較する事や，総ヒト健康リ
スクの観点からケース比較を行うための指標であり，共通の評価尺度である．またもう一方の指標は実









































































車種選択行動は，1995 年以前よりガソリン乗用車を選択するようになる，もしくは 1995 年から選択
が変化しない，の二つから一つを設定した． 
ケース 1，ケース 4，ケース 5 では，車種選択行動が 1995 年から 2005 年まで変わらないと設定し，
日本の 1995 年におけるディーゼル対ガソリンの乗用車車種構成比である 11 [%] : 89 [%] が維持される
と仮定し，排出量推計を行った．ケース 2，ケース 3 では，1995 年から 2005 年にかけてガソリン車を
選択するようになると設定し，日本の 2005 年におけるディーゼル対ガソリンの乗用車車種構成比であ


































































*1 参考文献：経済産業省 (2005). *2 参考文献：国土交通省 (2008 a), 国土交通省 (2008 b).
ケース 各ケースの概要
ドライバー
*3 参考文献：中央環境審議会 (2002). *4 参考文献：EU (1998).
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0.013 [g/km]であり，日本の基準のほうが厳しい．また，実車で測定された PM 排出原単位では，英国（EU
内）で 0.013 [km/h] であり，日本で 0.008 [km/h] (30 [km/ (h] 時) (土肥ら 2012) であった．ここで，30 
[km/h] 時の排出原単位を比較した理由は，経済産業省 (2005) 内でディーゼル乗用車と対照される形で
示されていたガソリン乗用車の排出原単位が，土肥ら (2012) で示されていた 30 [km/h] 時の排出原単
位と最も近かった事による．一方，実車の CO2排出原単位については，欧州で 133 [g/km] であり，日本




表 4-1 に示す通り，排ガス規制に関して，ケース 1 を除いて，は，日本国内の排出規制である 2005
年新長期規制 (中央環境審議会 2002) を適用するか，EURO 圏の排出基準である EURO 4 (EU 1998) を
適用するかのいずれかを設定した． ケース 1 は特別で，1994 年短期規制が継続して採用されると仮定
して，1994 年の実際の排出原単位を設定した (並河ら 2003 ; 土肥ら 2012). ケース 2，ケース 4 は 2005
年新長期規制を採用し，その結果日本の 2005 年の実際の排出原単位と同様に変化するとした (並河ら 
2003 ; 土肥ら 2012). 一方ケース 3，ケース 5 は EURO 4 を採用し，イギリスで実際に走るディーゼル乗
用車から推算した排出原単位に変化すると仮定した (経済産業省 2005) ． 
EURO 4 を採用した際のガソリン車の排出原単位は，2005 年の日本のガソリン車の排出原単位になる
とした．これは 2005 年新長期規制と EURO 4 の SPM 排出規制値が同様であることによる． 
各ケースの特徴は 4.4.1 で，DEP 排出量推計結果および CO2排出量推計結果と合わせて示す． 
 
4.3.2 DEPおよび CO2排出量の推算方法 





都道府県別の物質排出量 (Em,n,o) は 式 4-1 で推算した．ここで，用いた排出原単位 (EFm,n,p,q) は付録 
4 (土肥ら 2012 ; 並河ら 2003 ; 経済産業省 2005) に，総走行距離 (TDo,q) は付録 5 (国土交通省 2005 a ; 
国土交通省 2005 b ; 国土交通省 2010) に示した． 
 




m：ケース (1, 2, 3, 4, 5), n：排出物質 (DEP, CO2), o: 都道府県， 
p：乗用車車種 (ディーゼル乗用車，ガソリン乗用車), q：5 [km/h] 区分の速度階級， 
Em,n,o：ケース別・都道府県別物質排出量 [g/year], PVCm,p：ケース別・乗用車車種構成比 [%],  




4.3.3 EC暴露による肺がんおよび CO2起源の地球温暖化によるヒト健康影響のリスク評価 
4.3.3.1 がん過剰リスクと DALYを用いた DEP中 ECによる肺がんの評価 
DEP 排出量から，DEP 濃度を得るために ADMER (Atmospheric Dispersion Model for Exposure and Risk 
Assessment (産総研－曝露・リスク評価大気拡散モデル)) (ver. 2.6) (東野ら 2003) を利用した．ADMER 内では
プリューム・パフ式に基づく拡散計算が行われ，空間濃度が出力される．付録 6 に DEP 濃度の移流・拡散に
関わる ADMER 入力パラメータについて示す． 
DEP のヒト健康影響評価に関して，本研究では California EPA (1998) に従い，DEP 中 EC の吸入暴露によ
る肺がんに着目した．EC 暴露濃度は，ADMER で推計した DEP 大気中濃度を暴露濃度とみなし，この濃度
に 0.697 [-]を乗じた濃度とした．この 0.697 は，山本ら (2008) で報告された小型車における DEP 中の EC 含
有率である．なお，山本らの取り扱う小型車に，本章で扱う乗用車も含まれると考えられ，その理由として，
山本らの車種区分が，大型車と小型車に限られていた事が挙げられる． 
ケース別・メッシュ別のがん過剰リスク (ERm,r,s) は，式 4-2 から求めた．本研究において，EC 吸入暴
露による肺がんに関するユニットリスク (UREC,s) は California EPA (1998) が報告する幾何平均値である，
6×10-4 [1/ (lifetime-μg/m3) ] を用いた．この値を用いた理由は，California EPA が，複数の研究から得られた
ユニットリスクの代表値であり，利用可能な推計方法から得られた最良推定値である事に疑いがない，と報




𝐸𝑅𝑚,𝑟,𝑠 = 𝐶𝑚,𝐸𝐶,𝑟 × 𝑈𝑅𝐸𝐶,𝑠  
式 4-2 
r: メッシュ， s：発がん種類 (＝肺がん), ERm,r,s：ケース別・メッシュ別のがん過剰リスク， 
Cm ,EC,r：年平均ケース別・メッシュ別 EC 濃度 [g/m3], UREC,s：EC 吸入暴露によるユニットリスク． 
 
また EC 吸入ばく露による肺がんの DALY (DALYm,EC) は，式 4-3 から推計した．肺がんに係る一罹患当た
りの DALY は (DALY/incidence), 伊坪，稲葉 (2010) らが推計した 12.587 [DALY/incidence] を用いた．伊坪，













t：疾病種類 (＝肺がん), populationr：メッシュ別人口 (総務省 2005),  
DALYm,EC: ケース別の EC 暴露による DALY [DALY/year],  





CO2 排出由来の地球温暖化によるヒト健康影響は，Schryver et al. (2009) に基づき，「心臓血管疾患」「下痢」
「栄養失調」「自然災害」「マラリア」をエンドポイントとする DALY で評価した．本研究では，Schryver et al. 
(2009) が推計した特性化係数  (CFCO2) のうち，年齢による重みづけを用いず，割引率は 0%，の条件 
(Egalitarian の価値観)で推計された 1.76×10-2 [DALY/t-CO2-eq] を用いており，地球温暖化による健康被害が大
きくなる設定で推計した．この特性化係数を採用した理由は二つ挙げられる．一つ目の理由は，4.3.1.1 にお
いて採用した肺がん 1 罹患当たりの DALY (伊坪，稲葉 2010) が同様の年齢による重みづけ・割引率で推計
されており，大気汚染と地球温暖化に関する二つの DALY の比較および統合の点から妥当であると考えたか
らである．二つ目の理由は，がんは一生涯にわたるリスク，地球温暖化は長期間にわたって不確実なリスク
であり，Kammen and Hassenzahl (2001) は重大な指摘として，長期間の不確実性の高いリスクに割引率を適用
する事に疑問がある，としているからである． 
DALY は式 4-4 より推計した． 
 
𝐷𝐴𝐿𝑌𝑚,𝐶𝑂2 = 𝐶𝐹𝐶𝑂2 × ∑ 𝐸𝑚,𝐶𝑂2,𝑜𝑜 , 
式 4-4 
DALYm,CO2：CO2 排出由来地球温暖化による DALY [DALY],  




表 4-2 に本研究で設定した 30 [km/h] 時の排出原単位と車種別構成割合，および DEP in PM と CO2
排出量の推計結果を示す．ここで 30 [km/h] 時の排出原単位を示した理由は，この速度を基準にケース
3 と ケース 5 の排出原単位を国土交通省 (2005) と 土肥ら (2012) から算定したことによる． 
ケース 1 では，1995 年の排出原単位を用いて推計しているため，ほかのケースよりも DEP 排出量，
CO2 排出量が高く推計された．DEP 排出量で見ると，最も排出量の低いケース 2 よりも，44 倍高い排出
量であった．また CO2 排出量で見ると，最も排出量の低いケース 5 よりも，約 1.3 倍高かった．実際に
はこのケースは 1995 年の日本のリスク環境を再現するものではなく，これは排出原単位と車種構成以
外の他の要素，人口分布や走行パターン等，は 2005 年値を用いたからである． しかしながら，本研究
の目的を考慮すると，1995 年のヒト健康リスクを正確に再現することが重要ではなく，また乗用車車種
構成および排出原単位の差異を比較するという観点からは，より適した設定と言える． 
ケース 2 はガソリン車を選択するようになり，2005 年新長期規制を採用した結果として，2005 年の
日本と同様の変数となっており，車種構成と排出原単位の組み合わせにより，DEP 排出量が 226.6 [t/year]
と最も低くなるという結果になった．CO2 排出量は 107.6×106 [t/year]であった．  
ケース 3 は DEP 排出量が 363.9 [t/year], CO2 排出量は 105.8×106 [t/year].であった．また，ケース 2 と
ケース 3 の差異は，2005 年新長期規制を採用するか EURO 4 を採用するかであるため，これらのケー
ス間比較から，自動車排ガス規制の差異が，排出量ひいては人健康リスクに与える影響について考察で
きる． 
ケース 4 は DEP 排出量が 614.1 [t/year], CO2 排出量は 109.9×106 [t/year].であった．このケースでは，
36 
 
ケース 1 と同様の車種構成・異なる排出原単位である事から，ケース 1 とケース 4 の比較を通じて，
1995 年以降の排出原単位の改善による，リスク削減影響を評価できる． 
ケース 5 は 1995 年から車種選択行動が変化せず，EURO 4 を採用した結果，CO2 排出量が 105.0×106 
[t/year] と最も低くなるという結果が得られた．しかしながら，DEP 排出量に関しては，986.1 [t/year]と
最大値となっている． 
一般的にディーゼル機関はガソリン機関よりも燃費，ひいては CO2 排出量が少ないとされる (EERE 
HP) ．しかしながら，ケース 2 およびケース 4 の排出原単位をみると，これと反対の関係を示している．
ディーゼル乗用車の CO2排出原単位がガソリン車よりも劣る理由は，ディーゼル車の売れ行きの低迷に
より最新技術が搭載されなかった事によるとされる (経済産業省 2005). 今回設定した値は，土肥ら 
(2012) が日本で実際に利用されている自動車排ガスを調査した結果を引用しており，実態として日本で
はディーゼル乗用車の CO2 排出原単位がガソリン車の CO2排出原単位よりも大きいことが分かった． 
 





表 4-3 にEC暴露による人口 95パーセンタイル発がん超過発生確率とDALY， CO2排出によるDALY，
および EC と CO2による DALY の合計値を示す． 
EC による DALY は CO2による DALY と 2 桁異なった．これらの結果は，Schryver et al. (2009) が算定
した CO2 の特性化係数 (本章では 1.76×10-2 [DALY/t-CO2-eq] を採用) に含まれる不確実性による部分が
大きく，議論の余地がある．しかし，本章の主要な目的がケース間比較である事から，CO2排出に関す
る特性化係数の数値幅に関しては考察の対象としない． 
ケース 1 は，1995 年時点の PM 排出原単位・CO2 排出原単位を用いたリスク評価結果である．その
ため，2005 年時点の排出原単位を用いた他の四つのケースと異なり，EC 暴露に由来する肺ガンによる
DALY，CO2 排出に由来する地球温暖化による DALY がともに大きく推計された．他の四つのケースと
比較すると，地球温暖化による DALY 以上に，肺ガン大気汚染による DALY で差が大きい傾向がみられ










1 126 1.158 250 178 11 89 9,947.4 135.3
2 8 0.417 196 145 4 96 226.6 107.6
3 13 0.417 133 145 4 96 363.9 105.8
4 8 0.417 196 145 11 89 614.1 109.9
5 13 0.417 133 145 11 89 986.1 105.0


















表 4-3  五つのケースにおけるリスク評価結果 
 
 
4.4.2.2 人口 95パーセンタイル発がん超過発生確率と総 DALY削減量で見たリスク評価結果 
表 4-3 のリスク評価結果に基づき，図 4-2 に PM 暴露による発がん超過発生確率を横軸に，総 DALY
を縦軸に，各ケースをプロットした．灰色の領域は，実質的安全量として参照される発がん過剰リスク
10-5 を超過しないことを意味している． 




次に，人口 95 パーセンタイル発がん過剰リスクが最も小さい (横軸でみて最も左に位置する) ケース
2 に着目する．ケース 2 は 2005 年の日本を想定したケースであり，PM 排出原単位が相対的に小さい
2005 年新長期規制を採用し，かつ大気汚染影響が小さいガソリン車の保有台数に占める割合が相対的に
大きい，と設定した．ここから，過去の日本の乗用車排ガス対策は，大気汚染影響の緩和を重視してい
たと言える．ただし， 10-5 と比較すると，ケース 2 であっても 95 パーセンタイル値を超過しているた
め，継続的な PM 削減が必要であると言える． 
次に，総 DALY が最も小さい (縦軸でみて最も下に位置する) ケース 5 に着目する．ケース 5 は CO2
にかかる地球温暖化による DALY が最も小さいケースであり，ケース 1 からケース 5 にかけての総
DALY 削減量は 594 [103×DALY] であり，割合で見て総 DALY 量は 76 %まで削減された．また，EC 由
来の総 DALY 量が最大のケース 1 と 最小のケース 2 を比較すると，552 [103×DALY] の削減，割合で見
て 78 % まで削減された．ケース 2 は EC にかかる肺がんによる DALY が最も小さくなるケースであり，
ケース 5 は CO2 にかかる地球温暖化による DALY がもっとも小さいケースであった事から，本章にお
けるリスク評価の解析条件においては，CO2削減対策を重視するほうが総 DALY の削減に寄与する事が
示唆された． 
ただし，2050 年の地球の平均気温の上昇を 2 度以下に抑えるために，運輸部門では 44～45% 程度の
温室効果ガスの排出削減が必要であると試算されている事 (「2050 日本低炭素社会」シナリオチーム 
2008) を考慮すると，76%でまで CO2にかかる DALY が削減されたケース 5 においても CO2削減は不十
















1 5.83E-04 75 2,382 2,457
2 9.96E-05 12 1,894 1,905
3 1.03E-04 13 1,862 1,874
4 1.04E-04 13 1,934 1,947










図 4-2  EC暴露に起因する肺がん過剰リスクと総 DALYでみた各ケースのリスク評価結果 
 
4.4.2.3 ECによる肺発がんの DALYと CO2に由来する DALYの比較 
表 4-3 のリスク評価結果から，ケース 1 を除く，4 ケースを図 4-3 にプロットした．ケース 1 を除
いた理由は 1995 年時点の排出原単位が設定されているからであり，2005 年時点を想定したケース間の
比較に焦点をあてるためである．ケース 2 を原点とし，横軸は大気汚染影響による DALY 差を，縦軸
は地球温暖化影響による DALY 差を示す． 
このような図示の特徴として，原点のケース 2 に対して，リスクトレードオフにあるケースを簡易に
判別できる点，が挙げられる．ケース 2 と比較して，ケース 4 は温暖化影響による DALY，大気汚染に
よる DALY のどちらでみても環境が悪化する位置にある．一方，ケース 2 とケース 3, ケース 2 と ケ
ース 5 は，大気汚染に関しては悪化する方向へ，地球温暖化に関しては改善される方向へ位置してい
る． 
ここで，ケース 2 とケース 3 の違いを考慮すると，2005 年新長期規制を採用するか，EURO 4 を採用
するかが異なっており，ここから，二つの点の間の移動の原因が，排出原単位とその上位にある排ガス
規制にある事が読み取れる．定量的リスク評価の面から見ると，2005 年新長期規制を採用するかわりに，
EURO4 を採用する事により，31.9 [103×DALY] の地球温暖化によるヒト健康影響が削減される代わり
に，0.6 [103×DALY] の肺がんによるヒト健康影響が増加したと言える． 
これは乗用車車種構成，およびそのドライバーである車種選択行動に関しても当てはまる．ケース 3
とケース 5 の違いは乗用車車種構成であり，1995 年から 2005 年にかけてディーゼル車：ガソリン車の
車種構成が 11 [%] : 89 [%] で維持されることにより，13.8 [103×DALY] の地球温暖化による DALY が




























だけ対象リスクの削減が行われるか，を示している．ケース 2 とケース 4 の差異は乗用車車種構成およ
びその上位の車種選択行動であり，両方の DALY がケース 2 において小さいと推計された．そのため，















4.3 では 4.2 で述べたケース設計とモデル構築をより具体的に説明した．ケース設計に関して，過去



















































































と EC による過剰発がんリスク評価結果の二指標を軸とした提示方法，およびケース 2 を原点として




1) ケース 2 とケース 3 とを比較した結果，すなわち 1995 年以前よりもガソリン車が選択される点が共
通で，かつ乗用車排ガス規制に関して 2005 年新長期規制を採用するか EURO 4 をを採用するかという
点で異なるケースを比較した結果，2005 年新長期規制を採用したケースでは EURO 4 をを採用するケー








2) ケース 2 は 1995～2005 年の日本において実際に行われた対策を反映したケースであり，このケース
において EC 暴露による肺ガンのヒト健康影響が最小であると推計され，2005 年の人口 95 パーセンタ
イル発がん超過発生確率が 9.96×10-5 [-], 1995 年と比較した DALY 削減量が 12 [103×DALY] であった． 
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ハイブリッド自動車 (HV) や電気自動車 (EV) といった，次世代自動車 (NGV) の普及を通じた自動
車排ガスの削減が期待されている (経済産業省 2010) ．ただし，燃料で走行する従来の内燃機関車 
(internal combustion engine vehicle (以下，ICEV)) と電気で走行する電気自動車 (electric vehicle (以下，EV)) 
では，構成される部品の違いや，走行時の排ガス量が 0 でありという特徴から，製造・利用・廃棄の各
ライフステージにおけるリスク発生構造が異なるため，EV 普及がすべての面でリスク削減に 寄与する
わけではない．この事に関して，エネルギー消費や CO2 の削減効果が期待できる事が，堀，金田 (2009) 
および Hawkins et al. (2013) により評価されている．ただし Hawkins et al. (2013) は褐炭・石炭・重油を
主要燃料として生産された電力によって EV を走行させることで，温暖化影響が増加しうることを指摘




以上を背景として本章では， EV は走行時の排ガス排出が 0 である事，ただし電力需要を増加させる
ため，発電所からの排ガスを増加させる事に着目した．これは EV の普及によって，沿道空間における
大気汚染リスクが，発電所周辺の大気汚染リスクへと移動される事を意味する．Graham and Wiener (1995) 
はこのような，同種のリスクが異なる暴露集団へと変化する事を，「リスク移転」 と定義している．本



























露・リスク評価大気拡散モデル (以下，ADMER (Atmospheric Dispersion Model for Exposure and Risk 
AssessmentADMER) (ver. 2.6) (東野ら 2003) を利用した．最後に，得られた物質濃度を暴露濃度とみな
し，暴露-反応係数等の特性化係数を乗じてヒト健康リスク指標へと換算する． 
以降で NGV とした場合は，EV と HV のみを指し，天然ガス車や燃料電池車は含めない．また，現段
階では，NGV 普及施策が貨物車・バス・特殊車・二輪車の排出原単位・車種構成に与える影響は考慮で






























































都道府県別乗用車保有台数は国土交通省 (2008) の方法を参考に，式 5-1もしくは式 5-2で推計した．
式中の各パラメータは，1993 年から 2013 年までの統計値から推定した．推定結果は，表 5-1 に示す． 
パラメータ推計結果から，LP/ POP (人口当たり免許保有者数) の増加は Y (人口あたり乗用車保有台
数 [台/人]),を増加させ，PRR (65 歳以上人口比率) の増加は Y (人口あたり乗用車保有台数 [台/人]) を減
少させる事が読み取れ，東京都を除いて，調整済み決定係数が 0.9 を上回っていた事から，これらの変
数とパラメータで Y (人口あたり乗用車保有台数 [台/人]) が推計できると言える．東京都で調整済み決
定係数が 0.9 を下回った理由として，LP/ POP (人口当たり免許保有者数), PRR (65 歳以上人口比率)は一
貫して増加傾向にあるにもかかわらず，Y (人口あたり乗用車保有台数 [台/人]) は 1998 年をピークに減
少傾向にある事が挙げられる．本章では，東京都の調整済み決定係数が 0.6 を上回り，著しくモデルの
説明力が低いとは言えない事，また全都道府県で同様のモデルから自動車保有台数を推計し，都道府県
間の整合性をとる必要がある事から，式 5-1 もしくは式 5-2 で推定した，表 5-1 のパラメータを用い
て推計した．将来の POP, PRPは国立社会保障・人口問題研究所 (2013) より得た．LPは国土交通省 (2008) 
に示された『5 年毎，5 歳階級毎に近年の免許取得，破棄の状況に応じた経年変化率の実績値を加味し
た上でスライドさせるコーホートモデル』 (式 5-3) より推計する．なお，式 5-3 中の POPT,i,pref もま
た，国立社会保障・人口問題研究所 (2013)より得た． 
 
 大都市モデル (東京都，神奈川県，大阪府) 
 
𝑌𝑝𝑟𝑒𝑓 = 𝛼𝑝𝑟𝑒𝑓 + 𝛽𝑝𝑟𝑒𝑓 × ln{(𝐿𝑃 𝑃𝑂𝑃⁄ )𝑝𝑟𝑒𝑓} + 𝛾𝑝𝑟𝑒𝑓 × ln(𝑃𝑅𝑅𝑝𝑟𝑒𝑓) 
式 5-1 
 その他都市モデル (上記 3 都府県以外) 
 
𝑌𝑝𝑟𝑒𝑓 = 𝛼′𝑝𝑟𝑒𝑓 + 𝛽′𝑝𝑟𝑒𝑓 × ln{(𝐿𝑃 𝑃𝑂𝑃⁄ )𝑝𝑟𝑒𝑓} 
式 5-2 
 
Y：人口あたり乗用車保有台数 [台/人], LP：免許保有者数 [人], POP：人口 [人]， 
PRR：65 歳以上人口比率 [-], α, β, γ (α’, β’) : 大都市 (その他都市) モデルのパラメータ [-],  
pref：都道府県．. 
 










i：年齢階級 (16-19, 20-24, (以下，5 歳ずつの階級) … , 70-74, 75 歳以上), T：年度， 
n (=5) ：推計間隔 [年]. 
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車種別自動車保有台数は式 5-4 から推計する．また式 5-4 中の (VOi,T/ (Σi VOi,T)) は車種別の保有台
数構成割合を意味し，式 5-5 (森川ら 2012) から推計する．式 5-5 から推計される VOi,T を，直接 VOi,pref
とせず，保有台数構成割合とした理由は，NGV 普及に関する操作変数は保有台数ではなく販売台数であ
るため，推計モデル内に販売台数を組込むべきと判断した事，式 5-5 に必要な乗用車販売台数が都道府
県別に得られなかった事，による．自動車の平均使用年数は 2012 年～2030 年まで変化しないとし，ま
た EV の平均使用年数についても ICEV・HV と同等と仮定したため，m およびηは森川ら（2012）で採
用された値を 2030 年まで用いる． 



















VO：保有台数 [台], VS：販売台数 [台], VA (≦25) ：車齢 [年], η：尺度パラメータ (= 14.726) [-],  





α pref β pref γ pref 都道府県
調整済み
決定係数
α' pref β' pref 都道府県
調整済み
決定係数
α' pref β' pref
東京都 0.615 0.276745 0.756061 -0.244520 北海道 0.992 0.838177 0.703019 滋賀県 0.997 0.929520 0.998031
神奈川県 0.972 0.534839 0.675514 -0.084403 青森県 0.998 0.944067 0.943923 京都府 0.980 0.676506 0.596839
大阪府 0.992 0.547769 0.622320 -0.070688 岩手県 0.997 0.956303 0.952696 兵庫県 0.986 0.683609 0.586509
宮城県 0.997 0.878074 0.844308 奈良県 0.997 0.837621 0.897853
秋田県 0.997 0.948051 0.924577 和歌山県 0.998 0.928941 1.128683
山形県 0.995 1.030426 1.141521 鳥取県 0.998 1.003282 1.067797
福島県 0.997 1.014275 1.049409 島根県 0.999 1.001184 1.078917
茨城県 0.998 1.040263 1.141275 岡山県 0.998 1.062001 1.244912
栃木県 0.998 1.055891 1.200760 広島県 0.997 0.880886 0.922996
群馬県 0.998 1.091741 1.260807 山口県 0.999 0.974382 0.998438
埼玉県 0.990 0.690367 0.582640 徳島県 0.998 0.997689 1.172055
千葉県 0.991 0.693850 0.584090 香川県 0.998 1.006776 1.210460
新潟県 0.998 1.046257 1.210098 愛媛県 0.997 0.944243 1.090332
富山県 0.997 1.087717 1.228384 高知県 0.998 0.979323 1.157703
石川県 0.998 1.027039 1.069165 福岡県 0.998 0.791685 0.697965
福井県 0.994 1.035252 1.086815 佐賀県 0.999 0.998958 1.117498
山梨県 0.995 1.043725 1.186211 長崎県 0.999 0.838259 0.759286
長野県 0.997 1.090907 1.313191 熊本県 0.999 0.968669 1.069333
岐阜県 0.996 1.027258 1.112289 大分県 0.999 1.015155 1.120280
静岡県 0.998 0.959131 1.047200 宮崎県 0.997 1.027220 1.230468
愛知県 0.987 0.880010 0.866610 鹿児島県 0.998 0.973498 1.112350





都道府県の排出原単位を算定する (式 5-6).  
 







EF：排出原単位 [g/km], TD：乗用車走行台キロ [台 km], s：対象物質， 




EV の走行時物質排出は 0 であり，代わりに充電時に発電所から物質排出を行うとみなせる．この物
質排出量増分を式 5-7 で推計する． 
 
∆𝐸𝑚𝑖𝑠𝑠𝑖𝑜𝑛(𝐸𝑃𝑆)𝐸𝑉 = ∑ (∆𝐸𝐷𝐸𝑉 ,𝑝𝑟𝑒𝑓)
𝑝𝑟𝑒𝑓∈𝐸𝑃𝑆
× 𝐸𝐹 (𝐸𝑃𝑆) 𝑠 
= ∑ (𝐸𝐶𝐹 × 𝑇𝐷𝑗 (=𝐸𝑉) ,𝑝𝑟𝑒𝑓)
𝑝𝑟𝑒𝑓∈𝐸𝑃𝑆
× 𝐸𝐹 (𝐸𝑃𝑆) 𝑠 
式 5-7 
Emission (EPS) ：一般電気事業者の発電時大気汚染物質排出量 [g],  
EDEV：EV 走行に必要な電力需要量 [kWh], EF (EPS) ：一般電気事業者の発電時排出原単位 [g/kWh],  




式 5-7 中の Σ (⊿EDEV,pref) に関して，電力需要量の増分は，EV 走行が行われた都道府県を事業管轄と
する一般電気事業者の増分として扱う．複数の一般電力事業者からの供給を受ける 7 県 (静岡県，三重
県，等) については，その県庁所在地に電力供給を行う電気事業者の増分として扱う． 












2030 年の一般電気事業者の発電量と電源構成について，資源エネルギー庁 (2015) では今後原子力発
電が占める割合を減少させる方針が明示されているが，2010 年と同様とした．この設定の理由は，東日
本大震災以降の電力部門の将来像に関する議論・取組みが途上にある事，原発の審査・再稼働の状況が













デル (European Colnmission 1999) を仮定し，NO2 の日平均濃度が 1 [μg/m3] 増加すると 10 万人につき
0.14 人の入院患者が増加するとした．この増加率にケース 1 とケース 2 との間，もしくはケース 1 とケ
ース 3 との間の NOX濃度変化，および市区町村別人ロを乗じ，入院患者数変化を推計した． 
得られた NOX 推計濃度を NO2 濃度に変換する方法として，市区町村ごとの測定局における NO2/(NO
＋NO2) [%] (国立環境研究所 2010) を乗じ，測定局の無い市区町村では全国平均の 71.0 [%] を乗じた． 





間範囲は 2010 年から 2030 年とした．ICEV はガソリン車とディーゼル車から構成されるが，今回のケ
ーススタディでは，推計を簡易化するために ICEV は全てガソリン車とみなし，この販売台数・排出原
単位を設定した．なお，2014 年 12 月末時点で乗用車 60,668,070 [台] に占めるディーゼル車は 738,615 
[台] (1.2 [%]) (日本自動車工業会 2015)であり，全 ICEV をガソリン車とみなす影響は小さいと言える． 
表 5-2 に本研究で設定した 2030 年の 2 ケースと 2010 年 (参考値) の乗用車車種別販売台数 (日本自
動車工業会 2010) を示す．これらのケースは経済産業省 (2010) の乗用車車種別販売目標に基づいて作
成した．同資料では， (1) 乗用車販売台数に占める NGV の販売割合， (2) NGV 販売台数に占める HV・
EV の構成割合が，それぞれ幅をもって示されていた．そのため，ケース 2 の民間努力ケースでは，政
府による NGV 普及促進が行われない場合を想定し， (1) NGV 販売割合は低位で推移し， (2) HV を重
視して普及させる数値を採用した．また，ケース 3 の政府目標ケースでは，政府の積極的な NGV，特に
EV の普及促進を想定し (1) NGV 販売割合は高位で推移し，(2) EV を重視して普及させる値を採用した． 
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2030 年までの全乗用車販売台数は 2010 年値と同じとした．また，2030 年までの車種別販売台数構成
割合は両ケースとも線形に増加するとした． 
表 5-3 に，式 5-5 と表 5-2 の販売台数から推計した車種別保有台数構成割合 (以下，普及率) を示
す．推計結果から，EV 普及率はケース 2 で 6%，ケース 3 で 33%と開きがあり，後者の方で自動車から
の NOX 排出が前者よりも大きく削減される一方，発電需要の増加，すなわち発電所周辺へのリスク移転
影響が懸念される． 
以上から，ケース 1 とケース 2, およびケース 1 とケース 3 の間で NOX 排出量 (分布) に影響を与え
る要因は，2010 年から 2030 年までの自動車単体性能の向上と EV 普及率の二つであり，これらから 2030
年におけるリスク削減効果を評価する．また，ケース 2 とケース 3 の間で NOX 排出量 (分布) を変化さ
せる要因は， EV 普及率の差異であり，これらの比較により NOX濃度の分布，すなわちリスク移転影響
を評価する． 
 
表 5-2  ケース別の乗用車車種別販売台数の設定値 
 
 










1 2010年 (参考値) 376 (90%) 44  (10%) 0  (0%)
2 2030年民間努力 319 (70%) 91  (20%) 46  (10%)




1 98 2 0
2 73 21 6








表 5-4  都道府県別乗用車保有台数推計結果 
 
 
5.3.2.2 乗用車走行時の NOX排出原単位の設定 
表 5-5 に推計に用いた ICEV・HV の NOX排出原単位を示す (土肥ら 2012) ．土肥らは，排出試験結
果に基づき HV と ICEV の排出原単位を同じ値としており，本研究でもこれを採用した．すでに述べた
ように，2010 年から 2030 年までに自動車単体性能が向上すると仮定しており，乗用車の NOX排出基
準の強化により 2030 年において NOX排出原単位が 40%程度削減されるとした． 
 
表 5-5  NOX排出量推計に用いる ICEVおよび乗用車の NOX排出原単位 
 
2010年*1 2030年 2010年*1 2030年
北海道 2,688,757 3,026,663 滋賀県 731,693 956,184
青森県 691,695 793,230 京都府 977,202 1,214,351
岩手県 686,924 796,822 大阪府 2,687,682 3,192,708
宮城県 1,170,013 1,446,663 兵庫県 2,212,516 2,634,852
秋田県 575,075 620,117 奈良県 628,593 750,504
山形県 658,968 721,958 和歌山県 508,777 594,450
福島県 1,134,930 1,334,918 鳥取県 321,394 383,770
茨城県 1,809,843 2,143,779 島根県 381,707 451,277
栃木県 1,235,303 1,470,255 岡山県 1,075,781 1,383,281
群馬県 1,282,310 1,527,069 広島県 1,364,781 1,705,536
埼玉県 3,012,677 3,504,431 山口県 780,716 903,586
千葉県 2,631,471 3,058,946 徳島県 427,834 508,454
東京都 3,143,440 3,129,977 香川県 544,594 668,094
神奈川県 3,007,509 3,443,787 愛媛県 695,229 861,711
新潟県 1,311,742 1,590,563 高知県 371,234 400,590
富山県 667,697 797,651 福岡県 2,376,290 2,869,331
石川県 668,374 836,215 佐賀県 460,179 562,467
福井県 477,413 571,575 長崎県 647,456 758,011
山梨県 515,072 609,558 熊本県 941,202 1,171,796
長野県 1,290,754 1,555,372 大分県 644,330 805,899
岐阜県 1,236,320 1,459,530 宮崎県 622,223 759,738
静岡県 2,084,127 2,481,781 鹿児島県 877,462 1,065,167
愛知県 3,868,787 4,805,854 沖縄県 697,253 917,362
三重県 1,077,506 1,299,468 日本全国 57,902,835 68,545,303
*1 参考文献：自検協 (2010)
都道府県 都道府県
乗用車保有台数 [vehicle] 乗用車保有台数 [vehicle]
2010年 2030年
10 0.193 0.076 0.39
20 0.168 0.073 0.43
30 0.133 0.059 0.45
40 0.107 0.048 0.45
50 0.090 0.041 0.45
60 0.084 0.037 0.44
70 0.088 0.037 0.41
80 0.103 0.040 0.39
90 0.128 0.048 0.37









台キロは，2010 年の道路交通センサス (国土交通省 2010 a) の集計結果を 5 [km/h] 間隔 (昼間混雑時走
行速度) で再集計し，得た．燃料消費量調査 (国土交通省 2010 b) では小型車・大型車の 2 車種で集計
されており，ここから乗用車の走行台キロを得るために，小型車に占める乗用車の走行台キロ 77.9% (土
肥ら 2012) を乗じた．さらに細街路の走行速度別走行台キロは，森川ら (2012) に従い，全道路 (国土
交通省 2010 b) と幹線道路 (国土交通省 2010 a) の走行台キロの差分とした．全道路と幹線道路の車種
区分が異なるため，表 5-6 のように対応関係を設定し，細街路交通量を得た．また，全道路の走行台キ
ロは地方整備局別に集計されていたため，これを国土交通省 (2010 a) から得られた都道府県の走行台
キロに応じて，按分した． 
細街路の走行速度は国土交通省(2010 a) における「市区町村道」の平均速度と同様とした． 
 
表 5-6  車種区分対応関係 
 
 
5.3.2.4 乗用車走行時の NOX排出原単位推計結果および総排出量の確認 
以上の推計結果や式から，表 5-7 に示す ADMER へ入力する都道府県別の乗用車 NOX 排出原単位
[g/sec/(103×vehicle×km/hour)] を推計した．ケース 2，ケース 3 では EV の普及を反映された結果，ケー
ス 1 と比較して排出原単位が減少している事が示されている．都道府県別にみると 2010 年の原単位と
比較して，ケース 2 では 40.4% (神奈川県) から 41.7% (鳥取県) まで，ケース 3 では 34.6% (神奈川県) 
から 35.8% (鳥取県) まで減少すると推計された． 
また以上から設定した原単位と 5.3.2.3で算定した走行台キロから，乗用車の 2010 年・全国の NOX排
出量を推計した結果，6.0×104 [t] となった．これを環境省環境管理局 (2010) の車種別 NOX排出量と比






























表 5-7  ADMER へ入力する都道府県別の乗用車 NOX排出原単位 
 
 
5.3.3 EV走行にかかる発電部門 NOX排出量の推計 
5.3.3.1 EVの 1km走行当り電力消費量 
EV の 1km 走行当り電力消費量について，2010 年値は 2010 年時点で市販されていた車両 (日産・リ
ーフ，三菱 i-MiEV，等) のカタログ値平均である 0.10 [kWh/km] とした．2030 年値は新エネルギー・




 各都道府県における EV の走行台キロは，EV が ICEV・HV と同様に利用されると仮定して，都道府
県別乗用車走行台キロに，表 5-3 で推計した EV の普及率を乗じて算定した． 
 
5.3.3.3 EVの充電にかかる設定 
EV の充電ニーズに関して，国土交通省(2010 c) の調査から，約 78%が基礎充電，約 12%が継ぎ足し
充電，約 10%が経路充電によると推定されている．これを参考として，基礎充電分を夜間 (0～8 時) の
電源構成 (表 5-8) で，残り 22%を昼間 (8～24 時) の電源構成で充電するとした． 
 
表 5-8  時間帯別発電電力量 (構成割合) の設定 
 
ケース1 ケース2 ケース3 ケース1 ケース2 ケース3 ケース1 ケース2 ケース3
北海道 0.172 0.161 0.141 石川県 0.188 0.176 0.154 岡山県 0.183 0.173 0.151
青森県 0.172 0.162 0.142 福井県 0.162 0.154 0.134 広島県 0.177 0.167 0.146
岩手県 0.152 0.143 0.125 山梨県 0.166 0.157 0.137 山口県 0.165 0.155 0.136
宮城県 0.182 0.172 0.151 長野県 0.166 0.157 0.137 徳島県 0.184 0.174 0.152
秋田県 0.170 0.160 0.140 岐阜県 0.163 0.154 0.135 香川県 0.191 0.179 0.157
山形県 0.170 0.161 0.141 静岡県 0.166 0.157 0.137 愛媛県 0.177 0.167 0.146
福島県 0.165 0.154 0.135 愛知県 0.198 0.187 0.163 高知県 0.179 0.168 0.147
茨城県 0.179 0.167 0.146 三重県 0.188 0.178 0.156 福岡県 0.197 0.186 0.163
栃木県 0.174 0.163 0.143 滋賀県 0.163 0.155 0.135 佐賀県 0.170 0.158 0.139
群馬県 0.195 0.185 0.162 京都府 0.184 0.173 0.152 長崎県 0.187 0.177 0.155
埼玉県 0.195 0.184 0.161 大阪府 0.207 0.195 0.171 熊本県 0.170 0.161 0.141
千葉県 0.196 0.185 0.162 兵庫県 0.174 0.164 0.143 大分県 0.172 0.162 0.142
東京都 0.214 0.203 0.177 奈良県 0.188 0.177 0.155 宮崎県 0.177 0.167 0.146
神奈川県 0.223 0.211 0.184 和歌山県 0.188 0.177 0.155 鹿児島県 0.180 0.170 0.149
新潟県 0.170 0.161 0.141 鳥取県 0.171 0.161 0.141 沖縄県 0.211 0.199 0.174














0-4 4-8 8-12 12-16 16-20 20-24
火力 1,075 1,123 1,750 1,754 1,855 2,566
火力以外 675 675 675 675 675 675
61 62 72 72 73 70













5.3.3.4 火力発電所の NOX排出原単位の設定と NOX排出量推計結果 
一般電気事業者別の火力発電にかかる NOX 排出原単位は一般電気事業者の CSR 報告書等に記載され
た値を設定した．以上の値を用いて，EV 利用による NOX 排出量増分を推計した (表 5-9)． 
 




NOX の物性に関する ADMER 入力値は東野ら (2003) と同様の値を採用し，それぞれ分解係数は 2.78
×10-6 [1/sec], 洗浄比は 0.29 [-], 乾性沈着速度は 0.16 [cm/sec] とした．バックグラウンド濃度は 0 
[g/m3] とした．4 時間間隔ごとの時間帯別排出割合について，交通部門では国土交通省 (2010 b) から





以上から推計・設定した値を ADMER に入力し，NOX 大気中濃度を推計し，これを暴露濃度とみな
した．5.2.6 で述べたように，得られた NOX 推計濃度に市区町村ごとの NO2/(NO＋NO2) [%]（国立環境
研究所 2010）を乗じ NO2濃度を推計し，これに NO2 の単位濃度増加当たりの呼吸器系疾患による入院
患者数増加率，人口，ケース間の濃度変化を乗じて，入院患者数の変化を推計した (表 5-10).  
NGV 普及によるヒト健康リスク削減効果に関して，呼吸器系疾患による入院患者数はケース 2，ケ
ース 3 でそれぞれ 189.9，589.2 [人] 減少した．これは，2010 年の全国の同入院患者数 (89,700 [人], 厚
生労働省 2011) と比較すると，それぞれ 0.2%，0.7%に相当していた．入院患者減少数が大きい地域は
東京都，大阪府などのいわゆる大都市圏の中心地域であった．これらの地域は，自排局における年平




2010年 (実績値) ケース 2 ケース 3
北海道電力 12.00 0.09 0.27
東北電力 12.00 0.03 0.10
東京電力 23.01 0.10 0.32
中部電力 8.00 0.04 0.14
北陸電力 3.97 0.00 0.01
関西電力 5.37 0.02 0.07
中国電力 11.00 0.03 0.09
四国電力 5.00 0.01 0.02
九州電力 26.02 0.10 0.29











ケース 1 からケース 2，およびケース 1 からケース 3 にかけての呼吸器系疾患による入院患者数が
0.001 人以上増加した市町村を表 5-11 に示す．ケース 2 では 9 市区町村が，ケース 3 では 23 の市区町
村で患者数の増加がみられた．全ての市区町村で，ケース 3 からケース 1 にかけての入院患者数増加



















島根県 0.2 0.6 大分県 0.6 1.8 岐阜県 1.7 5.4
秋田県 0.2 0.6 香川県 0.7 2.1 宮城県 1.7 5.5
鳥取県 0.2 0.7 鹿児島県 0.7 2.1 群馬県 2.0 6.1
沖縄県 0.3 0.9 石川県 0.8 2.3 広島県 1.8 6.2
福井県 0.3 1.0 愛媛県 0.8 2.4 静岡県 2.1 6.6
山口県 0.4 1.1 富山県 0.8 2.4 北海道 3.2 9.6
徳島県 0.3 1.1 滋賀県 0.8 2.5 京都府 4.2 13.1
岩手県 0.3 1.3 福島県 0.9 2.6 兵庫県 6.5 19.9
長崎県 0.4 1.3 長野県 0.9 2.9 福岡県 6.6 21.0
高知県 0.5 1.4 岡山県 1.0 3.1 千葉県 8.4 25.2
青森県 0.5 1.4 新潟県 1.2 3.5 埼玉県 13.1 41.0
佐賀県 0.5 1.4 三重県 1.2 3.7 愛知県 15.8 49.1
宮崎県 0.5 1.5 熊本県 1.2 3.8 神奈川県 21.6 66.3
和歌山県 0.5 1.6 栃木県 1.5 4.2 大阪府 27.9 83.9
山形県 0.5 1.6 奈良県 1.5 4.7 東京都 50.9 161.6
















これらの 23 の市区町村では，NGV 普及による自動車由来 NO2濃度の削減効果よりも，EV 普及によ
る発電所由来の NO2濃度の増加影響が上回っていた結果，リスク移転がみられたと言える．このよう
なリスク移転がみられた原因として，以下の 4 点が考えうる．1) NOXの煙源である発電所に近い地域
である．2) 気象条件として，発電所の下流側に位置している．3) 各一般電気事業者が所有する発電所
の中で，発電能力が大きい発電所である．4) 交通量が少なく，NGV 普及や ICEV の排出原単位の向上
による NOX削減量が小さい自治体である． 

















北海道 砂川市 19,056 8.1E-08 2.6E-07 0.001 0.004 砂川
北海道 伊達市 36,278 2.1E-07 6.7E-07 0.007 0.022 伊達
北海道 知内町 5,074 2.5E-07 8.0E-07 0.001 0.004 知内
北海道 浦臼町 2,206 1.3E-07 4.0E-07 0.000 0.001 奈井江
福島県 鹿島町 12,107 5.5E-08 1.8E-07 0.001 0.002 鹿島
福島県 広野町 5,418 1.6E-07 5.0E-07 0.001 0.004 広野
千葉県 富津市 48,073 1.3E-08 4.7E-08 0.001 0.002 冨津
新潟県 聖籠町 13,724 2.4E-08 7.9E-08 0.000 0.001 東新潟
愛知県 知多市 84,768 3.3E-08 1.1E-07 0.003 0.008 知多第二，知多
三重県 尾鷲市 20,033 3.7E-08 1.2E-07 0.001 0.002 尾鷲三田
大阪府 岬町 17,504 1.2E-08 4.1E-08 0.000 0.001 多奈川第二
広島県 竹原市 28,644 5.6E-08 1.7E-07 0.001 0.004 竹原 (電源開発)
山口県 下松市 55,012 4.1E-08 1.4E-07 0.002 0.008 下松
山口県 柳井市 34,730 2.4E-08 7.8E-08 0.001 0.003 柳井
山口県 平生町 13,491 3.2E-07 1.0E-06 0.004 0.013 柳井
徳島県 阿南市 76,063 5.7E-08 1.8E-07 0.005 0.017
阿南，橘湾 (四国電
力), 橘湾 (電源開発)
福岡県 北九州市戸畑区 61,583 6.4E-07 2.0E-06 0.042 0.132 新小倉
福岡県 北九州市小倉北区 181,936 8.3E-08 2.6E-07 0.015 0.047 新小倉
福岡県 苅田町 36,005 1.6E-07 4.9E-07 0.004 0.013 苅田
福岡県 椎田町 11,737 6.7E-08 2.1E-07 0.001 0.003 豊前
佐賀県 唐津市 126,926 -5.8E-09 5.0E-09 0.000 0.001 唐津
長崎県 松浦市 25,145 2.7E-07 8.7E-07 0.008 0.025 松浦








*1 ADMER内蔵の市区町村区分 (基本的に2004年11月時点の区分) による．
*2 2010年に存在しない市区町村については，2005年の人口を用いた (総務省 2005; 総務省 2010).












4) に関しては，今回構築したモデルでは NOX濃度の減少をもたらす要因は EV の普及による NOX削



















本章では，EV の普及を通じて，沿道周辺の NOX 排出量を削減できる点，一方で電力需要の増加を
通じて，発電所周辺の NOX 排出量増加が懸念される点，に着目し，5.2 においてこれらの NOX 排出構
造の変化がヒト健康に与えるリスク影響を評価できるモデルを構築した．5.3 において，このモデルを




1) 2010 年から 2030 年にかけて，ICEV・PV の NOX 排出原単位の改善，および EV 普及を通じて呼吸器
系疾患の入院患者数が減少すると推計された．全国での入院患者減少数は，ケース 2 で 444.1 人，ケー






する市区町村の一部で呼吸器系疾患による入院患者数の増加がみられた．EV 普及量が多いケース 3 の
ほうが，ケース 2 よりも入院患者数の増加は多い事が明らかにされた．患者数増加がみられた 12 市区
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6.1.2 過去の車種選択と排ガス規制を通じた CO2および PM削減策によるヒト健康影響評価 
この課題では，過去の排ガス対策の特徴を，二つのリスク影響で評価した．排ガス対策として，車種
選択行動の変化と排ガス規制を取り上げ，リスク影響は PM による大気汚染影響と CO2 による地球温暖
化影響とした．これらの対策によるリスク影響を，共通のヒト健康リスク指標である disability-adjusted 










1) 1995 年の日本を参照したケースと，2005 年の日本を参照したケースを比較した結果，大気汚染によ
るリスクに関しては 63.2 [103×DALY] の削減効果が，地球温暖化によるリスクに関しては  488.6 
[103×DALY] の削減効果が得られた．この結果から，過去の排ガス原単位の改善がリスク削減に寄与し
たことを確認した． 
2) ケース 3，すなわち EURO 4 を排ガス規制に採用する点で，2005 年の日本を参照したケース異なる





このケースでは人口 95 パーセンタイル発がん超過発生確率が 9.96×10-5, DALY 値は 12 [103×DALY]であ




この課題では，ハイブリッド自動車 (HV) や電気自動車 (EV) といった，次世代自動車 (NGV) の普
及を通じた自動車排ガスの削減が期待されている．ただし，「交通の電化」に際しては政策的にライフサ
イクル全体を管理する事や，対抗する潜在的なリスクについて同時に議論するべき，Hawkins (2013) は
報告している． このような観点から，走行時の排ガス成分が 0 となる EV の普及によって，沿道住民の
大気汚染被害の削減が見込まれる一方で，これと同種のリスク (大気汚染) が，EV のための電力需要増
加を通じて，異集団である発電所周辺住民へと移動する，「リスク移転」 (Graham and Wiener 1995) 影響
について評価した．ここでは NOX を対象としたケーススタディを行った．NGV の普及によるリスク移
転影響を評価する事を目的として，NGV 普及が交通部門・発電部門の大気汚染物質の増減に与える影響
を考慮した，ヒト健康影響評価モデルを構築した．ここでは，排出分布の違いがリスクトレードオフに
直結するため，地域の交通状況や発電所立地が反映された NOX 分布を評価できるように留意した． 
本研究で得られた結果は以下の二点である． 
 
1) 2030 年の NGV 普及率の異なる二つのケースを設計し，リスク移転影響について評価した結果，EV
普及率が高い 2030 年政府目標ケースにおいてのみ，一部で NOX 濃度の増加が確認されたが，それによ
る呼吸器系疾患の入院患者増加は見られなかった．全国での入院患者減少数は，ケース 2 で 19.2 [人], 
ケース 3 で 60.5 [人] であった事から，本研究で設定したケース・条件下では，NGV 普及によるリスク
削減が可能であると評価された．ただし，火力発電所周辺の 12 市区町村で入院患者数の増加がみられ
ており，EV 普及による発電所周辺へのリスク移転が発生しうると評価された． 


























難であり，トレードオフが存在するという指摘に対して，PM 排出規制値が厳しい 2005 年新長期規制を
採用したケースでは，PM 排出規制値が相対的に緩い EURO 4 を採用したケースよりも，地球温暖化に






















東日本大震災以降，発電量に占める原子力発電の割合は 2010 年水準よりも低い (資源エネルギー庁 
2015) が，第 5 章では 2010 年の電源構成の下で電力生産が行われると仮定しており，モデル内に設定
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付録 1 調査設計で参考とした環境家計簿に関する先行研究および先行事例の整理 
 
予備調査および本調査における質問の作成とその構成を行うにあたり，環境家計簿の技法 (大来 1990 ; 
盛岡ら 1980 ; 盛岡，末石 1983) を参考にした． 




ている (盛岡 1986). 大来 (1990) が示した環境家計簿の類型 (表 付録-1-1) にもとづくと，特に「環境勘定
型」の環境家計簿が最も多く普及していたとされる (村上, 近藤 2004). 筆者が実際に 2011 年 12 月に，WEB




























































環境省 HP 環境庁版環境家計簿の配布状況. www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=2586&hou_id=924 (アク
セス日: 2015 年 11 月 6 日). 
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表 付録-2-1 に調査方法を示す．回答者のうち A 群の回答者に対しては，自動車の利便性と課題につ
いて説明した文章を挿入しない調査用紙を配布し，B 群の回答者には，その内容を挿入した調査用紙を
配布した．予備調査の回答者の属性として，年代別・世帯人員別・性別の回答者数を表 付録-2-2 示す．
また，回答者の自家用車，バイクの所有状況を表 付録-2-3 に示す． 
 
表 付録-2-1  予備調査における調査方法 
 
 
表 付録-2-2  年代別・世帯人員別・性別の回答者数 [人] 
 
 













20代 30代 40代 50代 60代 70代
男 2 2
女 1 1 2
男 1 2 9 5 17
女 1 2 3 6 1 13
男 1 2 2 8 3 16
女 2 8 3 2 1 16
男 1 1
女 1 1 1 1 4
男 1 1
女












非所有 16 5 21
1台所有 41 6 47
2台以上所有 2 2 4







付録 3 本調査における設問および本調査で提示した交通にまつわる情報 
 
まず，本調査における質問とその回答方法を表 付録-3-1 に示す．さらに，3.2.4.2 で述べた，本調査
一日目の回答を始める前に提示した，交通にまつわる情報 (交通事故が増加している事，順調に自動車
保有台数が増加している事，および自動車の生産段階での使われる資源や素材) を図 付録-3-1 に示す． 
 





































































































































駅（バス停）までの交通手段は？ - 選択回答 徒歩/自転車/マイカー/タクシー
駅（バス停）までの所要時間は？ - 数値入力 -
貴方にとって公共機関は便利/不便ですか？ - 選択回答 とても不便/不便/便利/とても便利






























































































































































































































































































































付録 4 速度階級別排出原単位の推算 
 
表 付録-4-1 に，式 4-1 で用いるケース別 (m)・車種別 (p)・速度階級別 (q) の PM・CO2排出原単位 
(EFm,n,p,q) を示す．これらの値は以下の手順で推算した． 
まず，土肥ら (2012) から，2005 年の，20 [km/h] から 110 [km/h] までの排出原単位を得た．加えて， 
表 付録-4-2 に示す 20 [km/h] 以下の速度域における排出原単位増加率を得た．20 [km/h] の排出原単位
と表 付録-4-2 から，以下の 5 [km/h], 10 [km/h], および 15 [km/h] の排出原単位を推算した． 
次に，並河ら (2003) から，1995 年の，20 [km/h] から 110 [km/h] までの排出原単位を得た．しかし，
PM に関しては，報告のある値が 20, 40, 60, 80, 100, 110 [km/h] 時の排出原単位に限られていた．そのた
め，報告のない排出原単位については，より低い速度の排出原単位と同様として設定した．5 [km/h], 10 
[km/h], および 15 [km/h] の排出原単位は 2005 年と同様の方法で推算した． 
最後に，経済産業省 (2005) からは，表 付録-4-1 中の*1 を付した平均排出原単位のみが得られた．
そのため，ケース 3 およびケース 5 のディーゼル乗用車の速度別 PM 排出原単位は，式 付録-4-1 を用
いて推計した．ここで，基準となる速度 (o(basis)) を 30 [km/h] とした理由は，経済産業省 (2005) でデ
ィーゼル乗用車と比較されているガソリン乗用車の CO2 排出原単位 (149.0 g/km) が，30 [km/h] 時の
CO2 排出原単位 (145.3 g/km) に最も近かった事による． 
 






m：ケース (1, 2, 3, 4, 5),  
n：排出物質 (PM, CO2),  
p：乗用車車種 (ディーゼル乗用車, ガソリン乗用車),  
q：速度階級 (5 [km/h] 区分),  




表 付録-4-1  ケース別 (m), 車種別 (p), 速度階級別 (q) の物質排出原単位 (EFm,n,p,q) 
 
 






並河良治, 高井嘉親, 大城温 (2003) 自動車排出係数の算定根拠, 国土技術政策総合研究所資料, 141. 
土肥学, 曽根真理, 瀧本真理, 小川智弘, 並河良治 (2012) 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数
の算定根拠 (平成 22 年度版), 国土技術政策総合研究所資料, 671. 
経済産業省 (2005) クリーンディーゼル乗用車の普及・将来見通しに関する検討会報告書. 2005 年 4 月, 



















(ケース  1) (ケース  2, 4) (ケース  3, 5) (ケース  1) (ケース  1) (ケース  2, 4) (ケース  3, 5) (ケース  1)
5 <=5 350 22 34 4 586 461 313 487
10 <=10 240 15 24 3 454 357 243 360
15 <=15 160 10 16 2 343 270 183 253
20 <=20 147 9.184 15 1.74 307.5 242.1 164 222.7
25 <=25 147 8.721 14 1.74 274.6 216.2 147 196.3
30 <=30 147 8.231 13
*1 1.74 249.7 195.8 133
*1 177.5
35 <=35 147 7.751 12 1.74 230.2 179.2 122 163.5
40 <=40 105 7.299 12 0.58 214.7 165.5 112 152.9
45 <=45 105 6.885 11 0.58 202.5 154.4 105 144.8
50 <=50 105 6.516 10 0.58 193.1 145.5 99 138.7
55 <=55 105 6.194 10 0.58 186.1 138.6 94 134.4
60 <=60 75.6 5.922 9 0.57 181.6 133.7 91 131.6
65 <=65 75.6 5.703 9 0.57 179.1 130.6 89 130.3
70 <=70 75.6 5.538 9 0.57 178.9 129.3 88 130.2
75 <=75 75.6 5.427 9 0.57 180.5 129.7 88 131.4
80 <=80 63.5 5.372 8 1.14 184.3 131.9 90 133.7
85 <=85 63.5 5.372 8 1.14 189.8 135.7 92 137.2
90 <=90 63.5 5.429 9 1.14 197.4 141.2 96 141.7
95 <=95 63.5 5.542 9 1.14 206.8 148.3 101 147.4
100 <=100 68.9 5.712 9 3.96 218.1 157.1 107 154.0
105 <=105 68.9 5.939 9 3.96 231.1 167.5 114 161.8






















PM [mg/vehicle/km] CO2 [g/vehicle/km]


































*1 経済産業省 (2005) から得られた，EURO 4規制下にある乗用車の排出原単位．
5 10 15 20
PM ガソリン乗用車 2.373 1.661 1.083 1
PM ディーゼル乗用車 2.373 1.661 1.083 1
CO2 ガソリン乗用車 2.188 1.618 1.138 1








付録 5 都道府県別速度階級別の年間走行台キロの推算 
 
本文中の式 4-1 で用いる，都道府県別 (o)・速度階級別 (q) 走行台キロ (TDn,o)を表 付録-5-1 に示
す．これらの値は以下の手順で推算した． 
本研究では，走行台キロは幹線道路走行台キロ (国土交通省 2005 a) と細街路走行台キロから構成さ
れるとした．国土交通省 (2005 a) からは乗用車の都道府県別年間走行台キロが，国土交通省 (2005 b) 
からは国土交通省地方整備局別の小型・乗用車の年間走行台キロが得られ，ここでは二つの車種区分
は同様であるとみなした．ただし，細街路交通量については直接得ることができなかったので，次に
示す式 付録-5-1 から都道府県別 (o) の細街路交通量 (TDNo) を推計した． 
 









q：速度階級 (5 km/h 区分),  





ここで得られた，都道府県別の細街路走行台キロ (TDNo) の速度階級 (q)は，各都道府県市における
区町村道の速度 (国土交通省 2005 a)と同様であると仮定し，都道府県別・速度階級別の幹線道路走行




表 付録-5-1  都道府県別 (o) 速度階級別 (q) の年間走行台キロ (TDn,q) 
 
  
<=5 <=10 <=15 <=20 <=25 <=30 <=35 <=40 <=45 <=50 <=55
北海道 北海道運輸局 0 53 272 854 1,344 1,766 1,781 1,927 2,567 3,979 2,520
青森県 東北運輸局 0 27 93 219 457 268 386 681 424 828 644
岩手県 東北運輸局 0 16 19 60 186 317 597 791 831 1,126 654
宮城県 東北運輸局 0 212 215 573 638 958 920 1,239 1,162 502 157
秋田県 東北運輸局 0 54 110 75 230 433 548 874 1,026 570 402
山形県 東北運輸局 0 32 30 195 339 486 607 787 745 927 536
福島県 東北運輸局 5 25 143 432 609 563 865 1,074 1,204 1,100 569
茨城県 関東運輸局 2 7 138 579 919 1,331 1,693 2,368 1,994 965 619
栃木県 関東運輸局 0 59 215 435 672 972 1,185 1,555 1,192 841 271
群馬県 関東運輸局 0 21 128 649 1,124 1,577 1,531 1,112 739 106 47
埼玉県 関東運輸局 1 167 988 1,967 2,213 1,918 1,862 1,520 633 221 18
千葉県 関東運輸局 4 140 600 822 1,637 1,924 1,285 2,716 966 701 216
東京都 関東運輸局 0 200 1,797 3,398 3,494 2,464 1,626 804 241 114 71
神奈川県 関東運輸局 30 205 875 2,320 2,677 2,182 1,078 759 440 225 417
新潟県 北陸信越運輸局 0 29 195 406 623 1,151 1,187 2,452 689 936 392
富山県 北陸信越運輸局 0 12 68 253 602 568 807 926 399 260 146
石川県 北陸信越運輸局 0 44 198 311 346 546 538 569 534 415 181
福井県 中部運輸局 2 12 5 113 341 327 483 649 437 333 281
山梨県 関東運輸局 0 24 70 190 387 240 320 556 377 749 585
長野県 北陸信越運輸局 0 43 82 368 633 1,005 1,173 1,240 1,114 767 486
岐阜県 中部運輸局 0 11 113 392 541 1,023 1,468 1,387 1,139 706 679
静岡県 中部運輸局 7 72 397 1,030 1,399 1,541 1,425 1,342 1,088 718 372
愛知県 中部運輸局 3 137 568 1,728 2,446 2,514 1,844 1,460 929 626 309
三重県 中部運輸局 1 9 43 366 623 820 1,335 1,227 894 728 505
滋賀県 近畿運輸局 5 8 92 397 345 715 756 698 633 380 248
京都府 近畿運輸局 100 162 489 725 616 781 643 630 416 476 345
大阪府 近畿運輸局 11 349 1,636 3,100 2,299 1,843 1,628 1,080 494 537 431
兵庫県 近畿運輸局 3 87 527 869 1,413 2,646 1,551 1,528 1,143 1,147 624
奈良県 近畿運輸局 1 40 232 645 499 497 419 233 208 224 160
和歌山県 近畿運輸局 21 29 116 387 380 462 431 544 246 293 214
鳥取県 中国運輸局 0 12 47 173 188 273 335 440 419 467 122
島根県 中国運輸局 0 11 60 102 81 310 279 716 341 839 231
岡山県 中国運輸局 1 87 274 602 749 823 763 1,612 651 610 122
広島県 中国運輸局 0 91 438 611 911 1,299 1,015 1,205 885 754 550
山口県 中国運輸局 2 23 141 228 453 572 501 606 769 1,071 640
徳島県 四国運輸局 0 24 82 159 313 494 518 418 370 263 223
香川県 四国運輸局 0 4 50 146 425 341 628 725 595 309 68
愛媛県 四国運輸局 0 7 72 291 418 387 815 641 589 547 262
高知県 四国運輸局 0 7 121 103 250 373 312 378 345 446 254
福岡県 九州運輸局 21 131 804 1,470 1,727 2,451 2,028 1,805 1,468 484 280
佐賀県 九州運輸局 0 1 43 104 286 413 635 790 561 352 160
長崎県 九州運輸局 1 22 126 314 444 375 516 987 635 559 185
熊本県 九州運輸局 0 82 230 263 315 617 857 1,099 842 959 373
大分県 九州運輸局 0 24 34 195 373 348 586 672 880 766 456
宮崎県 九州運輸局 0 2 83 118 174 434 467 659 911 836 112
鹿児島県 九州運輸局 0 15 194 245 337 464 524 879 1,121 921 466






速度階級 (q ) 別の走行台キロ [vehicle×km/year]
付録-15 
 
表 付録-5-1  (続き) 都道府県別 (o) 速度階級別 (q) の走行台キロ (TDn,o) 
 
  
<=60 <=65 <=70 <=75 <=80 <=85 <=90 <=95 <=100 <=105 <=110
北海道 北海道運輸局 1,243 162 101 118 112 316 423 272 52 0 0
青森県 東北運輸局 309 87 11 66 0 44 32 22 0 0 0
岩手県 東北運輸局 469 118 58 68 122 64 320 157 0 0 0
宮城県 東北運輸局 67 36 49 32 116 561 460 5 0 0 0
秋田県 東北運輸局 142 27 52 25 41 40 57 39 25 0 0
山形県 東北運輸局 196 62 37 12 53 23 18 0 0 0 0
福島県 東北運輸局 420 86 40 36 160 136 469 312 0 0 0
茨城県 関東運輸局 140 68 30 0 0 169 338 660 0 0 0
栃木県 関東運輸局 120 39 51 103 140 213 426 276 0 0 0
群馬県 関東運輸局 40 0 32 59 150 277 476 35 0 0 0
埼玉県 関東運輸局 88 15 115 560 159 465 1,363 130 0 0 0
千葉県 関東運輸局 121 144 149 314 464 266 434 276 24 8 0
東京都 関東運輸局 168 55 243 170 168 241 205 20 0 0 0
神奈川県 関東運輸局 683 687 666 520 416 564 129 292 0 0 0
新潟県 北陸信越運輸局 304 275 147 85 219 255 438 74 0 0 0
富山県 北陸信越運輸局 54 24 4 22 21 103 251 86 0 0 0
石川県 北陸信越運輸局 201 94 101 95 0 79 51 247 0 0 0
福井県 中部運輸局 153 37 31 6 7 165 261 0 0 0 0
山梨県 関東運輸局 292 69 22 51 0 76 46 35 0 0 0
長野県 北陸信越運輸局 208 49 32 87 311 830 443 0 0 0 0
岐阜県 中部運輸局 482 158 93 157 359 439 77 0 0 0 0
静岡県 中部運輸局 127 188 123 140 302 1,239 176 4 0 0 0
愛知県 中部運輸局 273 269 284 308 804 761 304 143 8 48 0
三重県 中部運輸局 254 69 15 46 149 298 431 10 0 0 0
滋賀県 近畿運輸局 53 79 30 89 503 312 116 0 0 0 0
京都府 近畿運輸局 107 38 116 11 188 183 105 36 0 0 0
大阪府 近畿運輸局 525 636 127 322 521 256 120 296 42 0 0
兵庫県 近畿運輸局 734 264 586 352 426 550 361 82 105 4 0
奈良県 近畿運輸局 7 146 135 77 85 34 0 0 0 0 0
和歌山県 近畿運輸局 99 28 40 60 49 65 35 50 0 0 0
鳥取県 中国運輸局 102 42 42 9 7 0 0 0 0 0 0
島根県 中国運輸局 106 28 53 16 7 18 4 2 0 0 0
岡山県 中国運輸局 159 16 69 147 148 144 357 68 0 0 0
広島県 中国運輸局 111 30 110 69 143 499 335 85 0 0 0
山口県 中国運輸局 477 186 131 7 60 200 217 101 0 0 0
徳島県 四国運輸局 88 61 4 42 78 77 0 0 0 0 0
香川県 四国運輸局 23 18 10 36 66 65 132 142 0 0 0
愛媛県 四国運輸局 70 37 21 36 65 177 274 23 0 0 0
高知県 四国運輸局 88 31 6 24 14 69 25 37 0 0 0
福岡県 九州運輸局 100 315 241 357 170 752 589 0 0 0 0
佐賀県 九州運輸局 17 81 5 2 11 41 359 183 0 0 0
長崎県 九州運輸局 48 30 34 15 26 133 10 0 0 0 0
熊本県 九州運輸局 124 150 17 3 20 288 506 0 0 0 0
大分県 九州運輸局 122 57 78 156 72 204 33 0 0 0 0
宮崎県 九州運輸局 104 4 7 40 50 41 109 16 0 0 0
鹿児島県 九州運輸局 133 51 113 68 78 130 16 0 0 0 0
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排出粒子 (diesel exhaust particulate (以下，DEP)) 排出量を入力した．また，都道府県別排出量を 5×5 
km メッシュへ割り当てるための指標値として，乗用車交通量を選択した．さらに，DEP の大気中挙動
に関わる物性値・パラメータは，環境庁 (1997) に基づき，表 付録-6-1 に示した値を入力した．最後
に，4 時間別排出量の設定のために，自動車 NOx・PM 法 (環境省 2011) で指定される 8 都道府県にお
ける 4 時間ごとの交通量構成比を道路交通センサス (国土交通省 2005) から算定し，その平均値を 4
時間別の排出量構成比として設定した (表 付録-6-2). これらの 8 都道府県の平均を採用した理由は，
大気汚染の人健康影響が実際に懸念される地域における排出状況を再現する事を重視したためであ
る． 
推計された DEP 濃度は，5×5 km メッシュの年平均濃度として出力させた． 
 
表 付録-6-1  DEPの大気中挙動に関わる ADMER入力パラメータ 
 
 






















-5 粒径 2.0 μm 以下の乾性沈着速度を与えた．
参考文献 環境庁 (1997)
0-4 4-8 8-12 12-16 16-20 20-24
埼玉県 0.049 0.164 0.230 0.214 0.237 0.106
千葉県 0.044 0.171 0.230 0.222 0.233 0.099
東京都 0.079 0.155 0.217 0.211 0.211 0.126
神奈川県 0.056 0.161 0.231 0.212 0.229 0.111
愛知県 0.045 0.152 0.234 0.218 0.237 0.114
三重県 0.057 0.141 0.239 0.216 0.237 0.110
大阪府 0.045 0.141 0.241 0.230 0.235 0.109
兵庫県 0.043 0.144 0.242 0.224 0.241 0.107
平均値
(入力値)
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